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退職一時金の支給率は、勤続年数や退職事由別に各社各様に決められており、回答をそ

のまま単純に集計できないため、定年退職に係る勤続年数別支給率については、勤続年数3

年の支給率を基準（勤続3年＝1．0）とした倍率に換算し、また、自己春台退職に係る勤続年数

別支給率については、定年退職に係る支給率に対する割合（定年退職＝100．0％）に換算して集

計している。

なお本調査項目は賃金を退職一時金の算定の基礎としている企業を対象としている。

定年退職に係る支給率についてみると、前回調査（平成17年）と比べて、大きな変動はみら

れないが、勤続25年以上の倍率が若干縮小している。

定年退職一時金支給率（勤続3年＝1．0）
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自己都合退職に係る支給率についてみると、勤続が長期になるにしたがって定年退職の支

給率との格差は縮小し、勤続40年では91．6％となっている。

前回調査（平成17年）と比べると、各勤続年数とも定年退職との格差が僅かに拡がっている。

自己都合退職一時金支給率（定年退職一時金支給率＝100．0）
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［三］題園圏閻閻問題閻閻

問開聞聞開閉
実 施 期 間 ：平 成 1 9年 6月 末 日
調 査 対 象 ：資 本 金 5億 円 以 上 労 働 者 1．00 0 人 以 上 の 企 業
訴 査 対 象 企 集 ：3ね 社　 集 計 対 象 企 業 3 5 7社
有 効 回 答 企 薫 ：25 7社 うち集 計 対 象 企 業 24 6社 （回 収 車 6 8．9％ ）
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